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学校教育と社会教育の協働

一公民分館活動を事例 として一

大 橋 保 明

【要 旨】

本稿は、小学校内に拠点を置 く公民分館の活動に焦点を当てながら、公民分館と学校、さらには地域との協働が

図られてきた経緯とその課題を明 らかにし、学校教育 と社会教育との新たな協働の在 り方を考察することを目的と

する。

今回事例 として取 り上げる泉丘公民分館(大 阪府豊中市)の 具体的な活動、特に 「ボランティアサークル」の活

動と 「ふれあいサロン」の場の意味を検討する中から、これらが学校教育と社会教育の協働を構築するための基盤

となる共同性を明確にし、協働の拠点として人や組織を接合する機能や人材育成機能を果たしていることを明らか

に した。そして、学校教育と社会教育の協働が、「子どもの経験を意味づける大人」の存在を確実なものにするこ

と、子どもから大人まですべての人々の 「学びにつなが りをもたせる」ことの二点において特に大きな意味を持つ

ことを指摘 した。

はじめに

本稿は、大阪府豊中市立泉丘小学校内の一次的余裕教室Dに 拠点を置 く泉丘公民分館の活動に焦点を

当てながら、公民分館と学校、さらには地域 との協働が図られてきた経緯とその課題を明らかにし、学校

教育と社会教育との新たな協働の在 り方を考察することを目的としている。

「学級崩壊」やいじめ、不登校問題、少年による凶悪犯罪の続発等々の教育問題 ・社会問題に見られる

学校 ・家庭 ・地域三者の教育力の低下、ならびに機能不全に対 して、近年、「心の教育」の強調や 「総合

的な学習の時間」の導入、学校週五日制の実施など、学校教育を中心としながら三者の教育力回復さらに

は機能回復を目指したさまざまな取 り組みが行われている。しかしながら、上からの政策に従わざるを得

ないという消極的な姿勢が目立つ実践や対症療法的な取り組みも少なくないように思われる。「問題が起

きたから」、「問題の解決へ向けて」協働するといったものに終わるのではなく、学校が成立するための必

然的要件として、そして、ひいてはそれが地域づくりにつながるものとして、学校教育と社会教育の協働

が考えられなければならないだろう。

先行研究としては、学校と社会教育施設、特に図書館や博物館との連携、あるいは社会教育施設問の連

携に関する事例はこれまでにも数多く報告されているが、本事例のように学校内において学校教育と社会

教育、特に公民分館 とがつながりを試みる事例はほとんど見られない。このような状況を踏まえて、本稿

ではまず、社会教育研究や生涯教育研究において蓄積のある学社融合論との関連で協働概念の検討を試み

る。そして次に、泉丘公民分館の具体的な活動に焦点を当てながらそれらの意味について考察を行い、協

働関係構築へ向けての課題を提示する。これらの考察を受けて最後に、学校教育と社会教育の協働の効果

とその意味を探っていく。

1協 働の考え方

1)学 校選択 と学校参画

「地域と学校の関係はどのようにあるべ きか」を考えるとき、現状においては 「学校選択」と 「学校参

画」という二つの対立項が存在している。前者は、1996年12月 の行政改革委員会 「規制緩和の推進に関す
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る意見(第 二次〉」 を受 けて、翌月の1997年1月 に各都道府県教育委員会教育長 に向けて通知 された文部省

初等中等教育局長 「通学 区域制度の弾力的運用について」が きっかけ となっている。 この流れを加速 させ

たのが1999年7月 の社会政策特別委員会報告 「選択 ・責任 ・連帯の教育改革～学校 の機能回復をめざして

～」であ り、 これ ら一連 の流れを受 けて東京都品川区が通学区域 のブロック化の推進 を盛 り込んだ 「品川

区公立小 ・中プラン21」 を1999年9月 に公表 し、注 目されたのは記憶 に新 しいところである。後者の 「学

校参画」は、大阪府教育委員会及び関係市町村教育委員会が学校 ・家庭 ・地域が相互 に連携 して児童生徒

の 「学力」育成に総合的に取 り組 むという趣旨の もと1995年 か ら5年 間をかけて実施 された 「ふれ愛教育

推進事業(CCP置 コ ミュニテ ィ ・チャイル ド・プラン)」2)に 端 を発 し、1999年1月 の大阪府社会教育委員

会議提言 「家庭 ・地域社会の教育力向上に向けて～教育コ ミュニテ ィづ くりの勧め～」を受けて大阪府教

育委員会が1999年4月 に提出 した 「教育改革プログラム」へ とつながる流れであ り、協働を通 じて総合的

な教育力の再構築を図ろうというものである。

この二つの潮流 を敷術すれば、個別化 ・多様化する社会において従来の画一的 な学校教育 を排除 し、個

人主義的側面 を伸長 してい く 「学校選択」か、地域全体の教育力 を回復 し、学校教育 を地域の協働の事業

に してい く 「学校参画」か ということになるだろう。両者は単純 に二者択一で きるものでなく、すべ きで

もないが、問題の背景 に横たわる市場的な競争原理ついては把握 しておかなければならない。例 えば橘木

(1998)は 、 「社会階層 と社 会移動全国調査(SSM調 査)」 デー タの検証 から、1955年 ～1985年 にかけて一

貫 して本人の学歴 と本人の階層の相関が低下 し、逆に親の階層 ・所得水準 と本人の階層の相関が強まって

いることを指摘 しているが、このように市場 を巻 き込 んだ競争原理が 「選択」に大 きな影響 を及ぼ し、階

層再生産 ・固定化の問題 をも包含 しそいることには注意が必要である。 また、「選択」 の基準 という問題

では、例 えば被差別部落 を含 む学 区か ら他の学区への越境入学や授業妨害する子がいるか ら他の学区を選

ぶ といったケース も見 られる。 この 「選択」は、人権 を尊重 し、差異があることを貴重なこととして、豊

かな関わ りと共生の社会 をめざす時代 に明 らかに逆行する ものである と言わざるを得ない。 このような観

点から、本論 は、協働が 目指す地域教育力の再生 ・構築の方向 と結びつ くであろう後者の視点を重視 しな

が ら論 を進めてい くものである。

2)学 社融合と協働

協働の概念を考える際には、学校教育と社会教育という両者(あ るいは複数の単位)の 重なりに活動を

創り出すという点で一致をみる学社融合論との比較検討は不可欠であろう。

1995年 に国立青年の家 ・少年自然の家の在 り方に関する調査研究協力者会議が報告した 「国立青年の

家 ・少年自然の家の改善について」において、学社融合という言葉が公的文書の中で初めて使われた。

「学校 と学校外の教育がそれぞれの役割 を分担 した上で連携 を図ってい くとい うだけでなく、それ以上

に、相互がオーバー ラップしつつ、融合 した形で行 なわれてい くことが必要であ り、また、それがむ し

ろ自然である。青少年の育成に当たって、このような学社融合 を図 っていくためには…(以 下略)」

また、1996年の生涯学習審議会答申 「地域における生涯学習機会の充実方策について」では以下のよう

に指摘され、各領域の独立性を前提としたそれまでの学社連携論を超越し、各領域の相互補完を前提とし

た学社融合論が叫ばれるようになったのである。

「学社融合は、学校教育と社会教育がそれぞれの役割分担を前提 とした上で、そこから一歩進んで、学

習の場や活動など両者の要素を部分的に重ね合わせながら、一体となって子供たちの教育に取り組んで

いこうという考え方であ り、学社連携の最も進んだ形態と見ることもできる」

しかしながら、これら学社融合論の提唱には、いくつかの問題点を指摘 しなければならない。

第一には、学社融合論の 「社」に、図書館や博物館といった文部行政所管の社会教育施設及びそれ以外
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の社会教育類似施設における社会教育活動は位置づけられたものの、公民館活動がその射程から外れてき

たという問題である。これにはいくつかの理由が考えられる。ひとつは、公民館活動の対象が青少年社会

教育よりも成人社会教育にあったため、学社融合論の生命線とも言える 「学」との重なりが極めて少なか

ったということである。また、行政管轄上の問題、すなわち学校教育行政と社会教育行政の壁という問題

もあっただろう。さらには、例えば山本(1996a)が 、学社融合機構(社 会 ・学校系の生涯学習支援支援

システム)の 構築が四つの生涯学習支援システム(総 合的、社会 ・学校系、社会 ・家庭系、学校 ・家庭系)

を統合する融合的生涯学習支援システムの構築にも重要な意味を持つことを指摘していることに代表され

るように、これまでの学社融合論が、各領域の機能を柔軟に変えることなく、既定された条件のなかでシ

ステム論や方法論について論 じられる傾向にあったということも影響していると思われる。

第二には、両者(あ るいは複数の単位)の 信頼関係といった 「つながり」の基盤をなす環境の醸成につ

いての考察に乏しい点である。そもそも融合論は、分業論から派生する連携論から生 じた機能不全を回復

するために叫ばれたのであるから、相互の関係性だけでなく、信頼関係の構築といった観点からの考察も

不可欠であろう。例えば藤田(1999)は 、地域住民参加のディメンジョンとして①行政的参加、②管理 ・

運営的参加、③支援的参加、④支持的参加、⑤組織的参加を挙げ、「教師以外の多様な人々が教師の補助

者 ・協力者としてさまざまな形で学校のなかに入ってい く」組.織的参加(⑤)を 最も重視 しているが、

「学校の活動や存在そのものを信頼 し、サポートする」支持的参加(④)は 、組織的参加の成立要件とし

ても重要であろう。また池田(1993)は 、地域に開かれた学校づ くりの段階として、①学校に対する親近

感の形成、②学習 ・会合の場の提供、③地域生活に密着した教育内容 ・活動の増加、④地域の人々の影響

力の教育的活用、⑤学校と生涯学習施設の併設を指摘 し、校庭や体育館などの学校施設の開放に伴う親近

感の形成を第一段階に位置づけ、早い時期からこれを重視 している。

第三には、学社連携 ・融合の実践には学校主導のものが多く、ややもすると一方向的な関係に陥る傾向

にあったということである。言い換えれば、学校の伝統的な閉鎖性や学校至上主義を維持 したままの協力

であったということだろう。これまでの学校至上主義や学校内部の閉鎖性を打破し、協働が目指す両者の

対等な関係を構築していく必要がある。そのきっかけの一つとして 「総合的な学習の時間」が考えられる。

学校側の利用主義的発想や社会教育側の力量 ・経験不足など、課題をそれぞれが克服 し、双方向的な関係

を前提に取り組まれていくことが望まれる。

3)協 働 の概念

では、協働は具体的にどのように考 えられるだろうか。ひとつは、分業論か ら派生する 「連携」 との対

比で考え られる。分業論的立場に立つ と、学校 ・家庭 ・地域の三者はそれぞれ独 自に領域 を持ち、責任 を

有するのであ り、個々がその責務 を果 たすことで機能要件 を満たす ことになる。一方、協働論的立場 に立

つと、「一つの領域 もしくは下位単位 の活動 は最初 から他の領域 や単位 の協力や支援 な くしては成 り立ち

得 ないので、活動 の本質的な部分 も協働を前提 に しているし、協働の形態は領域や単位全体 に広が り浸透

している」(池 田ほか2000)こ とになる。

「融合」 との対比では、伊藤(2000)に よる以下の指摘が参考 になる。

「融合 とは溶けて両者の元の形が消え、新 しい形のものが出現する現象である。この視座からいうと、

学社融合は元の形が消えても差し支えのないもの、例えば目的が共通する教育の事業 ・作用などの融合

であり、そこから生まれた成果を学校教育と社会教育の両者が共有する教育活動である。だから将来は

いざ知らず、現状では形が無くなっては困るもの、例えば、学校や公民館といった独立体の組み合わせ

は融合の表現にはなじまない。そこで、必要とされる独立体の連携 ・協力の場合は補完論としての学社

連携と呼ぶのが現状ではふさわしい」

ここで注意 しなければならないのは、独立体の組み合わせがなじまないのではないということである。

本事例は学校と公民分館というまさに独立体同士の組み合わせであるのだが、学校内でのつながりを軸に

しているという点で特別かもしれない。「現状では独立体同士の連携 ・協力を補完論 としての学社連携と
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呼ぶのがふ さわ しい」(伊 藤2000)と 述 べているが、筆者はここに協働 をイメージ したいと考 えている。

もちろん、独立体同士の連携 ・協力の事例すべてが協働 と定義づけられるわけではない。事例 を先取 りす

れば、あるときは学校 と地域の接点(ふ れあいサ ロン)と して機能 し、 またあるときには学校教育 と社会

教育の両者が融合(ボ ランティアサークル)し なが ら、相互の関係性が変化 してい くつなが りを協働 と捉

えてみたいのである。協働は決 して新 しい言葉ではな く、複数の人々や組織の関係 の在 り方 を示す言葉と

して さまざまな分野で使われている。マテシッチとマ ンシーは、協働collaborationを 以 下の ように定義づ

けている。

「共通の目標 を達成するために2つ あるいはそれ以上の組織によって結ばれる互恵的で輪郭の明確な関係

性。この関係性 は、相互関係 と目標の定義、共同で発展する組織 と共有 される責任、相互の権威 と成功

への説 明責任、それ と資源や報酬 を共有す ることへ の取 り決め を包含す る」(MattessichandMonsey

1992)

また、廣瀬(2000)は 、 「対等 な協 力、協調関係 を基盤 とし、人 々が心 と力を合わせ課題 を解決 してい

くこと、あるいは財やサ ービスを生産、供給 してい くという具体的な活動や取 り組み」 と協働を定義づけ

ている。 これ らの定義 を参考 に しなが ら、本論ではひとまず、「相互の信頼関係 を基盤 として、 さまざま

な立場の人や組織が相互 に有機的 なつなが りを構築 してい く営み」 と協働 を仮説的に捉え、学校教育 と社

会教育の協働がもたらす効果 とその意味 を以下で考察 してい く。

H協 働を計画する視点とその効果

学校教育 と社会教育の協働の具体的な展開を見 る際には、子 どもの様子を中心 とした学校教育 について

の情報や地域の取 り組 みを含む社会教育についての情報が共有 されているか(情 報 の側面)、 協働 的活動

が展開 されるための組織や場が制度化 されているか(組 織の側面)、 具体的な活動 としてどのようなこと

が行われているか(活 動 の側面)な どを総合的に判断 してい く必要がある。 また、これらの側面 は、教育

目標や課題についての共通理解があるか、学校の教育活動に地域が労力 や時間を提供 しているか、親が子

どもに学校学習や教師 との付 き合い方を教 えているかなど、具体的な協働のかたちとして現れる。その際、

地域資源の共有、特 に 「人材 の重な り」 と 「場の共有」は協働関係構築のための重要な条件 となる。この

ことは同時に、学校 と地域の 「あいだ」 をつなぎ、相互の信頼関係 を醸成するといった重要な役割 を果 た

していると考 えち れる。

では、学校教育 と社会教育の協働 は、どの ような教育的効果 をもた らすのであろうか。その効果 には大

きく分けて二つあると考 えている。ひ とつは、直接的で短期的な効果であ り、 もうひとつは、間接的で長

期的な効果である。前者 には、例 えば社会教育の領域が教師 との連携 を図 りなが ら学校 の授業内容 をフオ

ローすることによって子 どもの学力が向上するといったことや、子 どもの教育 に熱心でない親や保護者以

外の地域 の大人たちが教育活動 に関わ りを持つようになるといったことが考えられる。これ らは、ある程

度の即時性 と可視性 を有 しているため、この直接 的効果を最大 にすることが志向 されがちであるが、協働

の効果 として重視 すべ きは、む しろ後者の方である。これには、相互交流の伴 う教育活動 を通 じて子 ども

と大人がつなが りを持った り、教師と地域の大人 とのつなが りによって家庭崩壊や地域犯罪を防 ぐといっ

たことがあるが、 この ことはデューイ(訳1975b)が 示唆するところの 「社会的雰囲気」 に相当するもの

であ り、それは 「連続的な建設的活動」、つまり本論に引き付 けるな らば学校教育 と社会教育の協働によ

って もたらされると考 えられるのである。

このような視点か ら泉丘公民分館を眺めてみると、子 どもに触れる場所で活動 に継続性 を生み出 し、学

校教育 と社会教育の横のつなが りを志向 した 「ボラ ンティアサークル」、学校教育 と社会教育の協働の拠

点 としての 「ふれあいサロン」が浮かび上がって くる。
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皿 公民分館活動と協働

1)豊 中 市 の公民分館

豊中市は、大阪 ・神戸 ・京都三市の中心に位置 し、人口約40万 を抱 える大阪府内有数のベ ッドタウンで

ある。 また、古 くから学者 をは じめと した知識人が多 く住むなど、市民や文化団体の高い文化的要求に応

えることが公民館活動の重点課題であった(松 末1957)。 豊 中市の公民館は、大阪府内で初めての公民館

として1948(昭23)年 に誕生 し、翌年の1949(昭24)年 には早 くも桜井谷分館が設置 された。他市 に先駆

けて公民館 ・公民分館の充実が図 られ、現在は、4中 央公民館 ・40公民分館(41小 学校区のうち)・3コ ミ

ュニティプラザが設置 されている。

組織 については、教育委員会か ら委嘱 された公民分館長が副分館長や主事などの役員を構成 し活動を運

営 してい くとともに、地域 に開かれた構成で、民主的な運営を図ってい くために分館長の諮問機関として

運営委員会 を設置 している(川 西1996)。 公民分館の基本行事は、体育祭 ・文化祭 ・春秋の講座 ・社会見

学 ・広報活動の5つ で、 これ ら公民分館活動 に対 して予算が下 りている。豊 中市公民分館の特筆すべき点

は、その歴史的伝統や数の多 さもさることながら、基本的に公民分館が小学校の一次的余裕教室に設置 さ

れているとい うことである。 この ことは、学校教育と社会教育の協働 という視点に立った場合の重要な物

理的条件であろう。

2)泉 丘公 民分館

今回事例 として取 り上 げる泉丘公民分館 は、「泉丘にぜ ひとも住民の心の よりどころとなる分館 を」 と

の呼びかけか ら、1975(昭50)年 に市内で30番 目の公民分館 としてス ター トした3)。 泉丘公民分館のある

泉丘小学校区は、昨年度、人 口が初めて一万人を突破 し、今 なお増加の一途をた どっている41。 分館活動

の目玉である 「ワッシ ョイ文化祭」5}に は毎年3000人 以 上が参加 し、企画 ・運営段階から多 くの人々や

組織が関わっている。また、学校週五 日制事業6)を 公民分館 が担 う形で始 まった 「スポーッフェステ ィ

バル」は今年で6年 目を迎 えた。学校週五 日制事業ではあるが、地域の大人たちが楽 しんでいる姿が印象

的であった。 これは決 して子 どもたちを排除 しているのではな く、大人たちが互いに協力 し楽 しむ姿を見

なが ら、子 どもたちは活動 に周辺的に参加 しているのである7}。

これ らの活動に加えて、1997(平9)年 には 「ボランテ ィアサークル」が誕生 し、今年4月 には 「泉丘地

域連絡会」8}が 設立されるな ど、地域教育活動 を積極的に展開 している地域お よび公民分館である。

2)一1ボ ラ ンテ ィアサ ー クル

現在、115名 ほ どの メンバーで構成 されるTボ ランテ ィアサークル」 は、1995(平7)年1月 の阪神淡路

大震災の経験 をきっかけ として、5回 のボランティア講座、1年 間の準備委員会 を経たのち、1997(平9)

年4月 に誕生 した。発足の経緯については、1997(平9)年9月 の豊 中市公民分館研究大会にて報告 されて

いる。

「2年前、被災者のための旭丘団地の単身者用住宅の掃除を依頼され、近所の人達と3名 で2部 屋の掃

除をしました。その時の様々な形でのお手伝いが公民分館から現在のボランティアサークルが誕生する

きっかけとなったようです。その時も空いている時間で気軽に引き受けさせていただき、僅かな力でも

必要とされている方がいて、その為にできる人ができる形で参加するボランティアの輪が地域でどんど

ん広がっていることは、この地域の大きな財産だと思っています。気軽に声を掛け合える地域作りに果

たす公民分館の役割は大きいものがあると思います」9)

ボランティアサークルは、一部の住民の要求によって組織 される一般 のサークルとは異な り、公民分館

役員を中心 とする分館内部の要求 によって組織された公民分館主導のサークルとして誕生 している。数名

の公民分館役員を中心に、一般サークルのメンバーをは じめ多 くの公民分館関係者がつなが りを見せ始め
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たのがこの時期であった。特に、公民分館役員 は 「公」 と 「民」ふたつの顔 を持 ち、両者の立場を理解 し

なが ら行政と地域住民 との掛け橋 として重要な役割 を担ったのであ り、現在で もその役割の重要性 に変わ

りはない。 このような人々1ωは公民分館活動 における 「キーパ ーソン」であるわけだが、 この捉 え方 は

決 して新 しい ものではない。社会教育労働論のなかで島田(1975)が 示 した 「共同事務」の遂行者や上野

(1988)の 「キイパーソン」の概念は、キーパーソ ンを考 える上で参考になるが、本論では、 ネットワー

ク組織論のなかで今井 ・金子(1988)が 指摘 している 「編集者」の概念 をそれ と照 らし合わせ たい。キー

パーソンが、 さまざまな人々や組織間の異質性 から生 まれる新 たな発見や気づ きといった動的情報の編集

者的役割 を担いなが らω、地域の全体性 を回復 し、人や組織の存在が消えてな くなる学社融合とは対照的

にそれ らを維持す る機能 を果た しているのである。 しか し、キーパーソン自身の負担や伝統的地域ボスに

よる保守的支配などい くつかの弊害 も考 えられるため、関係の重層性 による長所 ・短所は地域ごとに丹念

に見てい く必要があるだろう。

学校教育 と社会教育の協働の視点に立 って考えた場合、ボ ランテ ィアサークルの意義は次の二点に整理

で きる。 ひとつは、学校教育 と社会教育 とに水平的統合 をもた らしたことである。教育的な観点 に絞 って

具体例を示せ ば、それまでの大人対象の取 り組みだけでな く、学校授業参観時の幼児一時預か りや放課後

の工作教室、さらには6年 生のボランティア学習や4年 生の竹細工の授業への参加 ・協力 など、子 どもを対

象 とした取 り組み も意識 される ようになったことによ り、学校教 育活動 と杜会教育活動 の境界が ぼやけ

(seamless)、 徐 々にではあるが活動が学校 を含む地域全体へ と広が りを見せている。 もうひとつは、分館

室において日常的な(dany)活 動 を生み出 した ことである。毎 日誰か しら地域の大 入が分館室にいること

によって、地域住民 と教師、大人 と子 ども、さらには地域住民 同士のつなが りが 自然 な形で培 われ、「ど

こかで見たなあ」 とい う顔見知 りの感覚が、教育的 な協働関係構築のための基盤 として機能 しているので

ある。

ボランティアサークル発足 の経緯か らもわかるように、サ ークル活動 には共 に助 け合う精神が息づいて

いる。ボランティア活動 など考 えたこともなかった地域住民が、共同学習を通 じてその考 えを 「must(ね

ば ならない〉」から 「can(で きる)」 へ と転換 し、負担感は全員で分か ち合うということが当た り前 とな

っている。具合が悪 くなった と聞いて初めてサポー トに向かうのでな く、普段か ら関係 を作 りなが らサ ポ

ー トに回るのである
。この ように、スムーズなサポー トの根底 には、日常的な共同性が存在するのであり、

同時にその共同性が、相互の依存 を前提 とする協働関係 を構築するための重要な基盤 となっているのであ

る。

<資 料1>1999年 度泉丘ボランティアサークル活動報告

o会 議
コーディネーター会議12回

役員会3回

C研 修会等

泉丘小学校ボランティア公開授業に協力12月4日(土 〉

〈ボランティア講座〉

包.7月更5B(木)(27名)
「車椅子介護実習」

豊中保健センター 大川知之さん

②9月11日(土)(18名)
「介護保健…市民からの検証」

介護保健豊中市民会議 高宮みかさん

③9月16日(木>G3名)

「高齢者介護実習…清潔」

豊中保健センター保健婦 新居和美さん他
「婁m月5日(火)(24名)

施設見学 豊中市伊丹市グリーンランド

「ゴミ問題を考えよう」
.⑤11月27日(土)(23名)

みんなで語 り合おう…バリアフリーの地燐を目指 して…

手話教室

毎月第3木曜日 指導者 岩田弘美さん

「ワッショイ文化祭」に手話コーラス出演

泉丘小学校ボランティア授業に協力

児童に手話指導

○事業

地域清掃と親睦茶話会4回(延 べ約320名)

お花見会1回(約 監50名)

お鍋パーティ1回(54名)
バザー5回

○ 「ふれあいサロン」
コサージュづくり(小 学校卒業生ll5人に贈る)

古事記の紙芝居づくり

雑巾づくり(特別擁護老人ホームグリーンヒルへU7枚贈)

刺し子ふきんつくリ

モチーフづくりと座布団制作

サンタのお菓子入れとカードづくり

(サークルの高齢の方にクリスマスプレゼント)
マスコット人形づくり

おしゃべり

く子どもたちと共に〉

折り紙教室(年 間〉
パタパタづくり(4-5月)

七夕飾りづくり(6-7月 〉

古紙ハガキづくり(9～10月)

クリスマスカー ドづ くり(ll-12月)

紙粘土で遊ぼう(2-3月>

O「 ふれあいサロン」来訪者数

大人2,225人.子 ども588人

○応援活動

保育 〈小学校授業参観や懇談、円rA総会時の幼児一時預

かり)15回(延 保育児数277人、延応援者数111入)

かるが も広場(給 食のお手伝いと作業応援など>91回

(延応援者数98人)
ハーモニー(メ ンバーのリズム体操指導)に 回(延 応援

者数12人)
みとい製作所(作 業とソフトボール大会審判)45回(延

応援者数61入)

豊中市身体不自由児(者)父 母の会(リ クリエーション

介助応援)1回(応 援者数5人)

すこやか教室応援2回(応 援者数8人)

個人応援H件172回(延 応援者数225人)

電話訪問4件(毎 月i回)

○その他

みとい製作所へ使用済切手 ・カードを届ける3回(分

館室に回収箱設置〉
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2)一2ふ れ あいサ ロン(分 館室)

子 どもたちが毎 日利用する下足室前 に設置 されている公民分館室は、通称 「ふれあいサ ロン」と呼 ばれ、

子 どもから大人 まで多 くの人々に親 しまれている。一次的余裕教室のひとつをPTAと シ ェア しているため

決 して広いとは言えないが、下足室前 とい うこの場所には大 きな意味があると考 えられる。歴史的には

ig85(昭60)年4月 から現在の場所を使用 しているが12)、それ までは校舎奥の体育教官室 を使用 していた。

このような状況においては、地域の大人が入 りに くいばか りでな く、大人と子 どもとが接する機会さえ少

なかったであろうことは想像 に難 くない。地域の抱 える条件 に違いはあるが、場所の問題 に学校 の関わ り

方が反映 される とい う指摘 もある。

「プログラムの活動場所 をボイラー室の隣に追いや られた ときには絶望感 を味わった。まった くや りき

れない……プログラム参加者を隠 して、それ らの活動には全 く価値がない とい う強いメ ッセージを伝 え

る意味があったのだろう」(Dπyfoos1994)

また 、ノーフォークにおけるCoZiSchoo1の 事例では、就学前のチャイル ドケア ・サービスを実施する際、

このサービスが学校に とっても必要不可欠であるというメ ッセージを伝えるために、学校職員全体で取 り

決めを行い、4年 生 と5年 生の教室をプレハブに移 して授業 を行い、一方で就学前 の教室は校舎の一階に

移 されたことが報告 され、場所の重要性が指摘 されている。(Finn-StevensonandZiglerl999)

「地域 との接点はふれあいサロン」という学校長の発言にもあるように、まさにこの場所が学校 と地域、

子 どもと大人、そ して学校教育 と社会教育の接点 としての役割を果た しているのである。 また、隣iり合う

FrA役 員 との 日々の関わ りにより、自然な形で情報の交換 ・共有が行 われてお り、PTA役 員 か らボランテ

ィアサークルメンバーへ という人材 リクルー ト機能 も果た している。川西(1996)が 指摘するように、場

所の問題には常に管理責任がつ きまとうが、ふれあいサロ ンの管理責任が伝統的に教頭 にあることか らも、

学校の姿勢が後ろ向 きでない ことは伺 える。

学校教育 と社会教育 の協働の視点に立って考えた場合、ふれあいサ ロンの意義は次の二点にまとめ られ

るだろう。ひとつ は、学校教育 と社会教育との接合機能である。地域のシンボル として学校教育および社

会教育活動に関す る情報の共有化の一助をなし、相互の信頼関係の醸成 とい う面では、ボランテ ィアサー

クルの意義 とも重 なる ところである。 もうひとつは、人材 リクルー ト機能あるいは人材育成機能である。

先に指摘 した 「キーパーソン」の役割に関する弊害 を防ぐためにも、後者の機能は特に重要である13)。ネ

ッ トワークにおいては、そのポス トが人格化 し、情報が個人に帰属 しているため、「キ イパ ーソ ン」の蓄

積 した関係資源を別のネッ トワーカーが受け継 ぐということはで きず、そのつどゼロから作 り出 されるほ

かないことを上野(1988)は 指摘 しているが、これで は協働関係の継続性が見込めな くなる。 しか しなが

ら、泉丘公民分館では公 と民、つ まり非人格化 したポス トと人格化 したポス トを多 くの人が兼任 してお り、

協働の継続性が維持 される仕組みを自然 と作 り上 げているのである。 また、「学社融合システムのよう'に、

仕組みだけで固有の施設 を持 たない場 合には、全体の姿が とらえにくいので、運営 も単調 なパター ンの繰

り返 しとなって硬直 しがちである」14)(山 本1996b)が 、「地域の学校」 に協働の拠点が存在することは、

学校教育活動お よび公民分館活動 の活性化や協働関係 の継続性 とい う点で も非常 に大 きなア ドバ ンテージ

なのである。

<資 料2>泉 丘小学校1F教 室配置図

鷲 繊 冗

下足室

腱

廻じπ 継 礎 冒鐵 室1-11-21-3

圃i
1

F

1

F

一

3 極 認雛1
館塞 割騨1屍 璽躍 隊 窟 鋤纏

プ ー ル

1
体育 鰭

(泉丘小学校学校便覧より抜粋)
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3)課 題

学校教育 と社会教育 との協働が理想的な形で図られているようだが、それぞれに課題 を抱 えているのが

現実である。

学校側の課題 としては、次の二点 を指摘 したい。ひとつは、公民分館への積極的 アプローチの不足であ

る。学校 はこれ まで様々な面で分館か ら恩恵を受けているはずだが、公民分館への具体的なアプローチは

見 られなかった。「総合的な学習の時間」など授業での展開を中心に、自然 な形 で学校 と分館 との協働が

図 られる必要があるだろう。この点 に関連 してふたつめの課題は、学校と分館 とをつな ぐキーパーソンが

不足 もしくは機能 していないとい うことである。この課題解決に向 けては、地域教育担当など学校 と地域

のパ イプ役 を校務分掌に位置付 けることが有効であろう。

公民分館側の課題は、次の二点に集約 される。ひとつは、前述の学校の課題 とも関連 して、学校側の要

求に応えうる公民分館側の経験 ・力量形成であ り、そのためには 「地域づ くり」学習における学習の構造

化 という視点凶 を常 に追求 してい くことが必要 となろう。ふたつめは、一次的余裕教室の減少に伴 う活

動場所の確保である。急激な人口増加によって来年度の活動場所 さえ確保するのが難 しい状況 となってい

る。ふれあいサ ロンの重要性は泉丘地域連絡会で も共有されてお り、地域全体の要求 として市側への折衝

が続 けられているが、その重要性は もちろんのこと、前述 した活動場所の意味 をも共有することが必要と

なろう。

W協 働の効果

学校教育 と社会教育の協働の効果 を考 える際には、「祭 り」などの地域 にお ける協働的な取 り組みの場

面を検討 してい くことが有効である。泉丘小学校区においては、規模 ・内容の両面から 「ワッショイ文化

祭」が これに相 当すると思 われる。規模は、協働の間接 的な効果である子 どもと大人のつなが りの可能性

を示すが、小学校区全体の約3分 の1に 相 当する3000人 以 上が文化祭に関わっていることには驚か される。

また、文化祭 に参加する教 師の数が年 々増加 し、現在では30人 近 くにのぼっている。このことは、教師が

学校 と学校外 とのつなが りを意識す るようになった ことの表れであ り、地域の協働関係が学校 を変革 して

い く力 ともなっていることを如実 に示す ものである。子 どもたちの 「認識 の変化」を考察することは今後

の研究課題 とせざるを得ないが、体育館での展示や発表、実演、出店に関わる子 どもなど、すべての子 ど

もに対 して 「評価 される場」でな く 「主役 になる場」が与 えられてお り、そこで子 どもたちがイキイキ と

活動 している姿が印象的であった。名前は知 らなくとも面識はある とい うような他者が多 く存在 し、互い

に共通の認識を持っているという感覚か らこの ような雰囲気は生 まれて くるのではないだろうか。

ボ ランテ ィアサークルのメンバーと障害者簡易授 産施設 「かるが も広場」のメンバーとがある曲を手話

で舞台発表 したのだが、練習という教育活動への参加 を通 じて互いの共同性が培 われ、協働 を通 じて人々

の関係性が変化 し、その変化の広が りや深化が信頼感 を醸成することにより、その活動が より一層充実 し

た ものを創出 したと考 えられる。この ような協働の効果は、Coleman(1990)に よって概念化 されてい る

「ソーシャル ・キャピタル」16)(金 子1999)の 蓄積 とも考 えることがで きるだろう。 コ ミュニテ ィの関係

性の資源であるソーシャル ・キャピタルが、学校教育と社会教育 との協働的な営みによって蓄積 され、資

本 としての機能 を果たす とき、両者 に有機的なつなが りが生まれ、そのつなが りが さらなるソーシャル ・

キャピタルを蓄積す るのである。 この ような意味において、学校教育 と社会教育の協働 は、学力の向上や

家庭崩壊へ の対処 といったある意味対症療法的で直接的(短 期的)な 効果の側面 を志向するだけでなく、

子 どもと大人のつなが りやソーシャル ・キャピタルの蓄積、「社会的雰囲気」の醸成 といった間接 的(長

期的)な 効果の側面 をも志向するのである17)。
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おわりに

学校教育と社会教育の協働は、そこに関わる子 どもや大人にとってどのような意味を持つのだろうか。

ひとつは、「子どもの経験を意味づける大人」の存在を確実なものにするということである。子どもはす

べての経験から予定調和的に学ぶ存在なのではなく、その経験を意味づける大人の存在があって初めて多

くのことを学ぶのである。これまでは親や教師がその役割を担ってきたわけだが、地域にはさまざまな知

識や経験を持つたくさんの大人が存在している。社会教育の財産である 「魅力ある大人」や 「学習する大

人」が、学校教育の場面において子どもに関わることは相互に有益だろうし、そうなることで子どもも学

校に閉じこもるのではなく、学びの場を学校外、すなわち公民分館を通 じて地域へ と求めていくことにな

るのである。この関連においてふたつめは、「学びにつながりを持たせる」ということである18>。これま

で、子どもは学校での学習と学校外での学習を別個のものとして捉える傾向にあ り、また大人の方にも、

大人は社会教育の領域で学ぶものであり、学校教育では学べないといった意識があったのではないだろう

か。学校教育と社会教育の協働は、主にその間接的な効果を基盤として、子どもから大人まですべての地

域住民の学びに連続性を持たせるのである。

学校教育と社会教育との協働を考えるとき、両者は互いに 「何かできる」とは思っていなかったかもし

れない。社会教育がイニシアティブを取ることによって学校教育が消極的になるケースが多く、学校のく

外〉から呼びかけても協働関係が成立しないことは経験的にも理解できる。このく外〉とく内〉の垣根を

いかにして取り除くか、〈外〉からく内〉への転換装置をどれだけ備えているかが協働関係構築の鍵とな

ろう。地域の共同性を表出させる 「ボランティアサークル」、さまざまな立場の人や組織がふれあうこと

で学ぶ 「ふれあいサロン」など、泉丘におけるこうした協働的な取 り組みは途についたばかりである。分

館活動の意味を地域全体が共有し、協働関係を構築できる場としての公民分館を意識 し始めたとき、分館

活動が学校そして地域へと着実に広がり、従来までの学校教育と社会教育との学びの非連続性が克服され

るのである。

【付記1い つも温かく調査者を受け入れてくださる泉丘公民分館関係者および泉丘小学校関係者のみなさ

んに心より感謝申し上げます。

〈注>

1)1993年 文部省 「余裕教室活用指針」では、「余裕教室」:将 来とも恒久的に余裕となると見込まれる普通教室、

「空き教室」:将 来計画がなく当該学校では不要となると見込まれている普通教室、「一次的余裕教室」:将 来

の学級数の増加、学年ごとの学級数の変動その他の理由により、当面特定用途の目的のスペースに改造せず留

保している普通教室、と定義されている。

2)ふ れ愛教育総合推進委員会2000『 ふ れ愛教育推進事業報告書』

3)泉 丘公民分館1994『 泉丘公民分館20周 年記念誌』

4)2000年3月 末現在、世帯数3,719戸 、人口10,022人(住 民基本台帳調べ)

5)1995(平5)年11月 か ら、それまで同時開催していた 「敬老の集い」とは別に実施されている。今年で8回 目。

6)全 国的な動向を整理してお くと、1992.09か ら月一回、1995.04か ら月二回、2002.04よ り完全実施。

7)正 統的周辺参加(Legiti㎜tePeriphe認Panicipation:LPP)の 概念についての詳細な説明は避けるが、「ゆるやか

な条件のもとで実際に仕事の過程に従事することによって業務を遂行する技能を獲得 して く」こととされる

(ジーン ・レイヴ&エ ティエンヌ ・ウェンガー1991佐 伯眸訳1993『 状 況に埋め込 まれた学習一正統的周辺参

加一』産業図書p.7)。 またデューイは、間接的な参加が 「子どもたちが大人たちの行動を模倣し、そうするこ

とによって大入たちの行動がどのようなものであるかを知るようになる模倣的な遊びを通 じて行われる」と指

摘 している(デ ューイ1916松 野安男訳1975『 民主主義と教育(上)』 岩波書店p,21)。

8)泉 丘福祉委員会,泉 丘地区民生児童委員会,泉 丘連合泉寿会、泉丘小PTA、 第17中PTA、 泉丘公民分館および

泉丘小学校長から構成されている。

9)1997(平9)年9月 に行われた豊中市公民分館研究大会での発表原稿および資料
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10)現 在 、ボランティアサークルと分館役員を兼任する人は9名 。

11)日 本社会教育学会年報第41集 の冒頭で小川(1997)は 、『ネットワーク組織論』について、「従来のものとは発

想を異にする技術開発 ・販路開拓のための 「創造的なネットワーク」、すなわち新たな状況に柔軟に対応 しう

る構成員の自主性を重視しヨコの関係による 「人的接触による無形のネットワーク」(今 井 『情報ネットワー

ク社会』)こ そ新たな情報ネットワーク社会の中核とされた。」 と述べている。

12)豊 中市立公民館記念誌編集プロジェクト編1989『 公民館40年 の歩み(豊 中市公民館創立40周 年記念誌)』

13)伊 藤(2000)は 、学社融合を 「学校教育と地域社会の教育力や社会教育にかかる教育作用や事業を融合し、新

しい力を創出して次世代を育てようとする試み」と定義 し、人材育成の側面について も重視している。

14)山 本(1996)は 、「無秩序又は一定の秩序を持つ存在が、外的又は内的条件の変化のもたらす存在内要素の相

互作用によって指向性を創出し、それがもたらす要素間の相互作用によって新たに秩序を創出すること」とい

う自発的組織化の概念を提示 しているが、協働の間接的効果の側面からもこの指摘は重要である。

15)遠 藤(1999)は 、「地域づくり」学習における学習の構造化という視点として、①生活 ・労働のなかにある学

習の契機の組織化、②組織的学習と生活 ・地域課題学習の構造化、③社会教育労働論的視点の三点を指摘 して

いる。

16)金 子(1999)は 、道路や下水道など物理的社会基盤を意味する 「社会資本」と区別する意味で、「ソーシャ

ル ・キャピタル」 とカタカナ表記 している。

17)日 本では非行防止などの青少年の健全育成を主な目的として学校と地域の協働が図られる(澤 野2000)の に対

して、アメリカでは子どもたちの学力の向上を軸に据えて学校と家庭の連携が進められるという点で事情が異

なる。

18)Coltoff(1988)は 、学校と学校外 との"se刎ess"且eamingexpenenceを 創造することの重要性を指摘している。
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Collabora廿onbetweenSchoolEducationandOutof・schoolEducation:

Acasestlldyofactivitiesatacitizens, publichal1

OHASHI,Yasuaki

Thepurposeofthispaperistoconsidercollaborationbetweenschooleducationandouレof-schooI

educationf6cusingonactivitiesatacitizens'publichall,Izumigaoka垂nOsaka.Thepointlwanttomakeisthatit

isimportanttoexaminetheindirecteffbctsofcd蓋aborationsuchasdeepen呈ngrelationshipsbetweenchildrenand

adults.

In血efirstpartofthispaper,Iexaminedthenotionofco1韮aborationincontrasttothenotionoffUsionof

schoolandthecommunity.Whatissigni薮cantinthisargumentisthat,asmentionedabove,theindi顧ecteff6ctsof

collaborationaremoreimportantthanthedirectonesuchastheimprovementofachievementandparental

invO旦vement.

Fromthisviewpoint,in山enextpaパofthispaper,'hooktwoinstancesinthere.Oneisa"Volmteer一

ρi・c1・"whi・h・ φ ・・t・th・ ・e1・ti・nshipbetweensch・ ・1・ducatl・nand・ ・t一・匹sch・ ・1・ducati・n,㎝dth・ ・血 ・・i・a
"F
ureaトsalon"whichcultivatesamutualロ'ustヒhroughcol藍aboration.FmmthisIindicatedthaUtisnecessaryto

haveafunctionof　 keyperson"andtof6rlnasロ ・ongho董dofcollaboration.

TheseconsideratlonsledtothefbHowingcondusions,(1)collaborationassuretkeexistenceofadu翫swho

letchildrenunderstandvariousexperiences;(2)theprocessoffbmlingcollaborationbetweenschooleducationand

out-of-schooleducationbringconUnuityoflearningtobothchildrenandaduIts.
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